



































同一財を生産する複占企業を 1，2とよび， その産出量をそれぞれ xl> ぷど2
とする。また，財の市場価格をρとし，市場需要関数を，総産出量X=X1十
ぬの関数 T=f(x) =f (X1+X2) で表わす。
ここで市場需要関数 fについて次の二つを仮定するo
(仮定 1) f は Z にかんして 2階連続微分可能であるo
(仮定 2) f' =dfjdx< 0 ，かっ fグ =dγidx2豆 O
費用は，自己の産出量の関数として定義する。すなわち企業 1， 2の費用
関数は C1=C1 (x1) ， C2=C2 (x2) とする。 乙の費用関数について次の二
つの仮定を設けるo
(仮定 3) Ci (i=l， 2)は Xiにかんして 2階連続微分可能で Ci(0) 
=0である O
〈仮定 4) Ci (i=1， 2)は次の性質をみたす。
ト jifC1ω 孟 0，C1
H=ゐ，-C1 ω ミ0
C2' =五-C2ω 注 0，C/'=乏2C2ω ミ0
次に企業 1， 2の収入をそれぞれ x1f(め ，x2f (x)で表わし，利潤を
収入ー費用として表わす。したがって企業 1， 
π1=π1 (XIJ x2) =x1f (x) -C1 (X1) 

































いま企業 lが ，.dx1 (> 0)だけ産出量を増加させたとする。そのとき企業
2がそれに対して何らの生産量調整も行なわなければ，企業2の利潤の増加
dπ2は
dπ2=7r2 (xt十，.dXl> x2) - π2 (Xl> X2) 
=X2 (f (x+dx1) - f(x)) 
となり，仮定 2より dπzくOとなる o 同様にして，企業2が L1x2 (> 0 )だ
け産出量を増加させると，企業 1は，
jππ1 (Xl> Xz + .dx2) - π1 (Xl> X2) 







長引)イFω -C1' 仇)>0 
であるならば，仮定 l、 3 のよ~ 1'. C1'の連続性より
dπ1=π1 (Xl+JX1 • 巧)一π1 (XlI 巧)
(Xl +JX1) f (X+Jx1) -xlf (X) ーCt(Xt +JXt) +C1 (Xl) > 0 
















そのーっとして， 乙こでは企業 iの産出量の増加(減少) AXi による企
業 j(j ~i) の利潤の減少(増加) Aπjと，企業 jの産出量の増加(減少〉
dπj による企業 iの利潤の減少(増加)Am との比 d勺 /Aniが，そのとき










;2?=f(ZF)+Z2ff(ZF)ー C2'(X2) >0 (X'=X+L1x1) 
である。なぜなら，上式が成立するならば，仮定1， 3より，




ち企業 iが自己の産出量を L1Xi増加(減少)させることによって 4πjだ
け企業 jの利潤を減らす場合には，企業 jは dπj/tJm =Xj/Xi となるよう
に.1rri (したがって L1Xj) を増加(減少)させると，企業 iは推測するであ
ろう。
そこでわれわれは，企業 iは，企業 jの利潤を dπjだけ減少させる L1Xi




L1m Xi (f (Xi+Xj+L1Xj) -f CXi+X)) c*) 
となる D



















合 =g(Xu ぬ) =f+ 2xJf' -C/ = 0 (2) 
52?=h(ZI，zz ) = f + 2 z z f - C2F=Oω  
であるo 上の二つの式はまた企業 1，2の反応関数を表わしている D 反応関
数 g(Xu ぉ)の傾き dx21dxJは，陰関数定理から，gxi=θglθXiとすれば，
d五一一五L ー _ 3f'土三五立て色と
dXJ gX2 f'十 2xJfグ
(4) 
である。仮定 2，4より dx2ldxJ<0となるo また h(xlt X2)の傾きは同
様にして， hXi = ahl8xi とすれば，
dX2 h“ f'+ 2x2f" 
dXJ τ ー 3f'+ 2x2f万二乙，，<0
となる D そこで(4)ー (5)を計算することによって，
3f'+ 2ιfグ ーC/' f'+ 2x2f" 
f'+2xJf" I 3f'+2x2f"-C/' 
-4f' (f' +xJfつ-4f' (f'十x2f")+2 C/' (f'十z2fつ
(f'+ 2xJfつ(3 f' + 2 x2f" -C/，) 
2 C/， (fv十xJf")+ (f' C2グ+f'CJ") -C1"C/， 
(5) 
が得られる。仮定 2，4より，分母，分子のすべての項が負となり，それゆ
え上式は任意の Xu X2 ~こ対して負となる o したがって反応曲線(2) ， (3)は負
の傾きをもち，しかもその傾きは異なっているから，少なくとも 1点で交わ
るO その交点が求める複占解である O
そこでこの解と Cournotの複占モデノレの解を比較してみよう D 推測的変
化のない Cournotの複占モデノレにおける企業 1，2の反応曲線はそれぞれ
f+xJf' =C1' (2)' 
f+x2f' =C2' (3)' 






Cournotモテツレの均衡点と (2)，(3)の均衡点を比較すれば， Xu X2 ともに後
者の方が小さい値をとることがわかる。 (2)'，(3)'の場合の企業}， 2の反応














3) 以下は~口 C 5) pp. 91'""97にもとづく。
54 
出量との差に即時的に調整されるものとすれば，
I MRij I ./ 1 
一一一一一一<一一 (iキj)Ci"-MRii . 2 
経営と経済
(6) 
である。乙こで MRij=82 (xif)jθXiθXi' MRii =82 (xif) /θX2iである O
MRij， MRiiを計算して(6)に代入すれば，
|f'+2xJ" I ./ 1 
一一一一一一く一一 i= 1， 2 
Ci"-4 (f'十勾f")¥ 2
となる。明らかに乙の条件は成立する。仮定 2，4によって
1 f' + 2Xifグ |-Ci"-2f' 
r一>02 Ci" -4 (f' +勾 f勺 2 (Ci" -4f' -4 xif") 
i= 1， 2 
となるからであるo
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